
京都市介護サービス事業者業務管理体制に関する検査実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の３３の規

定に基づき、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定

介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者並びに指

定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院の開設者（以下「介護サービス事業者」という。）

に対して行う業務管理体制の整備に関する検査について基本的事項等を定めることにより、その的確かつ

効率的な検査の実施及び不正行為の未然防止、介護保険制度の健全かつ適正な運営の確保を図ることを目

的とする。 

 

（検査の種別） 

第２条 検査の種別は次のとおりとする。 

⑴ 一般検査 

一般検査は、介護サービス事業者の業務管理体制の整備の内容及び法令遵守義務の履行の確保のため

の取組について把握し、介護サービス事業者の法令遵守に係る取組の促進を図ることを主眼とする。 

⑵ 特別検査 

特別検査は、介護サービス事業者の指定取消処分等の対象となることが予定される場合において、事

実関係を的確に把握し、適切な措置を執ることを主眼とする。 

 

（検査体制） 

第３条 検査は、保健福祉局保健福祉部監査指導課の職員が、所属長の指示を受け、実施する。 

 

（検査方法） 

第４条 検査方法は、次の各号のとおりとする。 

⑴ 検査は、２名以上の検査班を編成し実施する。 

⑵ 実施通知 

検査の対象となる介護サービス事業者を決定したときは、あらかじめ次に掲げる事項を文書により、

当該介護サービス事業者に原則として検査実施日の１月前までに通知するものとする。 

なお、特別検査については、あらかじめ通知したのでは実効性のある実態把握ができないと認められ

る場合は、特別検査開始時に通知する。 

ア 根拠規定 

イ 日時及び場所 

ウ 担当者 

エ 準備すべき書類等 

オ 検査当日の流れ 

⑶ 報告等 

業務管理体制の整備に関して必要があると認めるときは、介護サービス事業者に対し、報告若しくは

帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、当該介護サービス事業者若しくは当該介護サービス事業者の従業

者に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対し質問させ、若しくは当該介護サービス事業者の当該

指定に係る事業所若しくは当該指定若しくは許可に係る施設、事務所その他の指定居宅サービス等の提



供に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査を行うものとする。 

⑷ 検査結果の通知等 

ア 検査の結果、勧告等に至らない軽微な改善を要すると認められた事項については、後日、文書によ

ってその旨の通知を行う。 

イ 報告書の提出 

当該介護サービス事業者に対して、文書で通知した事項について、文書により報告を求めるものと

する。 

 

（検査後の措置） 

第５条 法第１１５条の３２第１項に規定する厚生労働省令で定める基準に従って適正な業務管理体制を

整備していないと認められた場合には、法１１５条の３４の規定により勧告、命令等の措置を機動的に行

うものとする。 

⑴ 勧告 

介護サービス事業者に同基準に違反する事実が確認された場合、当該介護サービス事業者に対し、期

限を定めて、文書により基準の遵守等の措置をとるべきことを勧告することができるほか、当該期限内

にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

なお、勧告した場合は、当該介護サービス事業者に対し期限内に文書によりとった措置について報告

を求める。 

⑵ 命令 

介護サービス事業者が正当な理由なくその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サービス

事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令することができるほか、命令

した場合には、その旨を公示しなければならない。 

なお、命令した場合は、当該介護サービス事業者に対し期限内に文書によりとった措置について報告を

求める。 

 

（法に基づく権限行使） 

第６条 前２条の規定は、法又は他の法令に基づいて有する権限の行使を妨げない。 

 

（厚生労働省等への報告） 

第７条 検査結果及び行政上の措置の実施状況については、必要に応じ、厚生労働省及び京都府等に報告す

る。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるものの他、必要な事項については別に定める。 

 

附則 

この要綱は、平成２５年５月２９日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



附則 

この要綱は、令和６年４月２６日から施行する。 


